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令和４年８月２６日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

令和３年(ワ)第３４１８号 不正競争防止法による差止請求、損害賠償請求と書類

提出命令請求事件 

口頭弁論終結日 令和４年６月２４日 

              判       決 5 

      原 告    ジュリアインテリア合同会社 

      被 告    ＶＥＮＴＯＴＡ合同会社 

      同訴訟代理人弁護士    福  田  あ や こ 

              主       文 

         １ 原告の請求をいずれも棄却する。 10 

         ２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

              事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

 １ 被告は、別紙被告製品目録記載の各製品を販売してはならない。 

 ２ 被告は、別紙被告製品目録記載の各製品を輸入してはならない。 15 

 ３ 被告は、別紙被告製品目録記載の各製品を廃棄せよ。 

 ４ 被告は、原告に対し、１億円を支払え。 

第２ 事案の概要 

   本件は、別紙原告製品目録記載の各製品（以下、同目録記載１の製品を「原

告製品１」、同目録記載２の製品を「原告製品２」などといい、これらを併せ20 

て「原告各製品」という。）を販売する原告が、被告に対し、被告は、原告の

商品等表示として需要者の間に広く認識されている原告各製品の形態と同一の

別紙被告製品目録記載の各製品（以下、同目録記載１の製品を「被告製品１」、

同目録記載２の製品を「被告製品２」などといい、これらを併せて「被告各製

品」という。）を販売して、原告の商品と混同を生じさせ、かつ、原告各製品25 

の形態を模倣した被告各製品を販売したものであり、これらの被告の行為は、
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不正競争防止法（以下「不競法」という。）２条１項１号、３号の不正競争に

該当すると主張して、不競法３条１項、２項に基づき、被告各製品の販売及び

輸入の差止め並びに廃棄を求め、不競法４条に基づき、１億円（不競法５条１

項による損害）の支払を求める事案である。 

 １ 前提事実（当事者間に争いのない事実並びに後掲の証拠（以下、書証番号は5 

特記しない限り枝番を含む。）及び弁論の全趣旨により容易に認められる事実） 

  (1) 当事者 

   ア 原告は、インテリア照明器具をオリジナルで設計し、製造し、販売する

会社である（弁論の全趣旨）。 

   イ 被告は、ＥＣ（電子商取引）を利用した商品販売を行っている会社であ10 

る。 

  (2) 原告各製品 

   ア 原告は、平成２２年から平成２４年までの間、日本国内において、原告

各製品の第１世代製品を販売した（弁論の全趣旨）。 

     原告各製品は、シーリングライトであり、本体部分（発光部分、台座等）15 

及びシェード部分により構成されるところ、上記第１世代製品の本体部分

の形状は、いずれの製品も、２段になった円形の台座に３個の電球が取り

付けられたものであったのに対し、シェード部分の形状は、製品ごとに異

なっていた（甲１１、弁論の全趣旨）。 

   イ 原告は、平成２４年から平成２７年までの間、日本国内において、原告20 

各製品の第２世代製品を販売した（弁論の全趣旨）。 

     上記第２世代製品の本体部分の形状は、いずれの製品も、２段になった

円形の台座に大小二つの環形蛍光灯等が取り付けられたものに変更された

が、シェード部分の形状は、前記アの第１世代製品から変更はなかった

（甲３、１２、１７、弁論の全趣旨）。 25 

   ウ 原告は、平成２７年から平成３０年までの間、日本国内において、原告
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各製品の第３世代製品を販売した（弁論の全趣旨）。 

     上記第３世代製品の本体部分の形状は、いずれの製品も、２段になった

円形の台座に大小二つの環形ＬＥＤ光源等が取り付けられたものに変更さ

れたが、シェード部分の形状は、前記アの第１世代製品から変更はなかっ

た（甲４、１３、１７、弁論の全趣旨）。 5 

   エ 原告は、平成３０年以降、日本国内において、原告各製品の第４世代製

品を販売している（弁論の全趣旨）。 

     上記第４世代製品の本体部分の形状は、いずれの製品も、フラットな円

形の台座に三つのＵ字型ＬＥＤモジュールが磁石で取り付けられるなどし、

台座側面に換気孔が設けられ、調光調温機能の付いたリモコンが付属する10 

ものに変更されたが、シェード部分の形状は、前記アの第１世代製品から

変更はなかった（甲５、１４、１７ないし１９、弁論の全趣旨）。 

  (3) 被告各製品 

   ア 被告は、遅くとも平成３１年２月頃、被告各製品の販売を開始した。 

   イ 令和３年５月頃までに製造販売された被告各製品について、被告製品１15 

は原告製品１の第４世代製品と、被告製品２は原告製品２の第４世代製品

と、被告製品３は原告製品３の第４世代製品と、被告製品４は原告製品４

の第４世代製品と、それぞれ、実質的に同一の形態をしていた（甲１、２、

１０、２７、２８、弁論の全趣旨）。 

 ３ 争点 20 

  (1) 不競法２条１項１号関係 

    原告各製品の形態が原告の「商品等表示」（不競法２条１項１号）として

周知であるか（争点１） 

  (2) 不競法２条１項３号関係 

   ア 原告が「営業上の利益」（不競法３条、４条）を侵害された者に該当す25 

るか（争点２） 
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   イ 原告各製品が「日本国内において最初に販売された日から起算して３年

を経過した商品」（不競法１９条１項５号イ）に該当するか（争点３） 

  (3) 損害の発生及びその額（争点４） 

  (4) 差止め等の必要性（争点５） 

 ４ 争点に対する当事者の主張 5 

  (1) 争点１（原告各製品の形態が原告の「商品等表示」（不競法２条１項１号）

として周知であるか）について 

   （原告の主張） 

    原告各製品の第４世代製品について、そのシェード部分は、白色で柔らか

なポリプロピレンでできており、傘をプリーツ状又は花状に折り畳むことに10 

より新しい美しさを実現した、独特の形状をしている。また、本体部分は、

３枚のＵ字型のＬＥＤモジュールを磁石で台座に取り付け、安定器を台座の

裏側に取り付けるという特徴的な構造をしている。このような原告各製品の

形態は、日本で唯一の特徴を有しており、需要者に対して強いインパクトを

与え、深い印象を残すものである。 15 

    原告は、原告各製品を、原告の店舗や販売代理店、オンラインショップ、

複数のオンラインモール等を通じて販売し、Ｙａｈｏｏ！やＧｏｏｇｌｅ等

の媒体やＦａｃｅｂｏｏｋ、Ｉｎｓｔａｇｒａｍ等のＳＮＳを通じて宣伝広

告を行っている。そして、そのシェード部分は、第１世代製品から変更はな

く、１０年以上にわたり需要者に愛用されており、本体部分は、改良が加え20 

られて第４世代製品となってから日は浅いものの、上記のとおり特徴的な構

造をし、需要者の印象に残るものとなっている。したがって、原告各製品の

形態は、遅くとも被告が被告各製品を販売するようになった平成３１年２月

までに、全国の需要者において、原告の営業又は商品を表示するものとして

周知のものとなった。 25 

    被告は、レ・クリント社が原告各製品に類似する商品を販売しており、原
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告各製品の形態はありふれたものか、既存のものにすぎないと主張するが、

レ・クリント社の商品は電球を使用したものであるのに対し、原告各製品の

第４世代製品はＬＥＤを使用したものであるから、全く異なるカテゴリーに

属する上、原告各製品は、日本で販売することを目的とした製品であるから、

中国国内において流通する製品とは全く異なり、原告各製品の形態がありふ5 

れているなどということはない。 

    したがって、原告各製品の第４世代製品の形態は、原告の「商品等表示」

として周知である。 

   （被告の主張） 

    原告各製品と共通の特徴を有するシェード部分を備えたシーリングライト10 

は、原告がこれを販売するより相当以前に、デンマークのレ・クリント社

（１９４３年設立）が開発し、製造販売を行っており、同社が現在販売する

製品の中には、原告各製品に類似する製品が存在する。また、中国の複数の

工場において、原告各製品に類似したシェード部分を有するシーリングライ

トが製造販売されていた。したがって、原告各製品の形態は、ありふれたも15 

のであるか、既存のものにすぎない。 

    また、原告各製品の形態は、特定の出所を示す「商品等表示」として需要

者において広く認識されているものではなく、原告各製品を販売するウェブ

サイトのレビュー数も、被告各製品を販売するウェブサイトのレビュー数と

比較してかなり少ない。 20 

    原告は、原告各製品のシェード部分は１０年以上にわたって需要者に愛用

されていると主張するが、販売期間が長いだけで周知性が認められるもので

はない。 

    したがって、原告各製品の第４世代製品の形態が原告の「商品等表示」と

して周知であるとは認められない。 25 

  (2) 争点２（原告が「営業上の利益」（不競法３条、４条）を侵害された者に該
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当するか）について 

   （原告の主張） 

    原告各製品は、中山市正久照明有限公司（以下「本件中国法人」という。）

により、原告のＯＥＭとして製造されているところ、いずれの製品も、原告

が時間、金銭、労力等をかけ、改良を重ねて開発した商品である。原告は、5 

原告各製品の多くのパーツに至るまで、自ら設計し、パーツメーカーと仕様

について協議して決定し、これを本件中国法人に搬入して組み立てており、

原告のブランド名（「Ａ」）を印字している。 

    被告は、原告各製品は汎用品の寄せ集めにすぎないと主張するが、世の中

の製品の大半は汎用性のあるパーツを使用しているのだから、汎用品を使用10 

したことをもって、自ら開発していないということにはならない。 

    したがって、原告各製品の第４世代製品と実質的に同一の形態である被告

各製品が販売されることにより、原告の「営業上の利益」が侵害されたとい

うべきである。 

   （被告の主張） 15 

    不競法２条１項３号により商品の形態が保護されるのは、先行者が商品の

形態の開発のために投下した費用及び労力の回収を可能にすることにより、

公正な競争秩序を維持するためである。したがって、商品の形態がありふれ

たものであったり、汎用品の寄せ集めであったりして、開発のために特段の

費用や労力を要しないものは、保護の必要性が認められず、「営業上の利益」20 

が侵害されたとはいえないというべきである。 

    この点、原告各製品のシェード部分は、レ・クリント社の商品と類似して

おり、原告は、自らこれを設計していない。また、原告は、原告各製品の本

体部分についても自ら設計しておらず、本体部分のうち台座については、何

ら意匠的工夫の凝らされていない、機能的な円形のプレートにすぎず、様々25 

なデザインのライトに用いられており、発光部分については、中国において、
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複数の専門店の店頭で、数多く販売されている。原告及び被告は、本件中国

法人がこれらのパーツを組み立てて製造した原告各製品及び被告各製品を、

それぞれ別の仲介業者を介して輸入しているものである。 

    したがって、原告各製品の形態は、汎用品を寄せ集めるなどしたものにす

ぎず、開発のために特段の費用や労力を要しないものであるから、原告各製5 

品の第４世代製品と実質的に同一の形態をする被告各製品が販売されること

により、原告の「営業上の利益」が侵害されたとは認められない。仮に、自

らは開発のために費用や労力を費やしていない独占的販売権者も「営業上の

利益」が侵害された者に含まれ得ると解するとしても、原告が本件中国法人

との間で独占的販売契約を締結していたとは認められないから、やはり原告10 

の「営業上の利益」が侵害されたとは認められない。 

  (3) 争点３（原告各製品が「日本国内において最初に販売された日から起算し

て３年を経過した商品」（不競法１９条１項５号イ）に該当するか）について 

   （被告の主張） 

    商品の形態の保護を、先行開発者が投下資本の回収を終了して利益を上げ15 

ることを通常期待し得る期間に限定しなければ、厳格な要件の下に知的創作

を保護する知的財産法の趣旨を没却しかねず、また、後行開発者の同種商品

の開発意欲を過度に抑制してしまう。このような先行開発者の投下資本の回

収の機会の確保という不競法１９条１項５号イの趣旨からすると、「最初に

販売された日」の対象となる商品は、保護を求める商品の形態を具備した最20 

初の商品を意味し、このような商品の形態を具備しつつ若干の変更を加えた

後続商品を意味するものではないというべきである。 

    原告各製品の形態の中心はシェード部分であり、本体部分は単なる内部構

造にすぎず、本体部分を構成する台座や発光部分は汎用品を寄せ集めたもの

にすぎない。また、原告は、自らのウェブサイトにおいて、需要者が本体部25 

分を視認し得るような写真等を掲載していないし、各世代の製品ごとに本体
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部分の形状が異なることを全く説明していない。 

    したがって、原告各製品の第２ないし４世代製品は、商品の形態として主

要でない台座や発光部分について改良を加えたにすぎないから、いずれも保

護を求める商品の形態を具備した最初の商品に該当せず、商品の主要な形態

であるシェード部分の形状を最初に備えた原告各製品の第１世代製品がこれ5 

に該当し、日本国内においてその販売が開始された平成２２年が、保護期間

の起算点となるというべきである。 

    そうすると、原告各製品は「日本国内において最初に販売された日から起

算して３年を経過」しているので、不競法２条１項３号は適用されない。 

   （原告の主張） 10 

    被告各製品は、原告が平成３０年に販売を開始した原告各製品の第４世代

製品のデッドコピーである。 

    被告は、原告各製品の第２ないし４世代製品は商品の形態として主要でな

い台座や発光部分について改良を加えたにすぎず、いずれも保護を求める商

品の形態を具備した最初の商品に該当しないと主張するが、原告各製品のよ15 

うな照明器具は装飾品ではなく機能性商品であるため、需要者は当該照明器

具の台座や発光部分等の機能性に注目し、電球タイプであるか、蛍光灯タイ

プであるか、ＬＥＤタイプであるかなどを認識して購入することになるから、

第４世代製品への改良は、若干の変更にとどまるものではない。 

    したがって、被告が被告各製品の販売を開始したのは、原告各製品の第４20 

世代製品が「日本国内において最初に販売された日から起算して３年を経過」

する前であるから、不競法２条１項３号は適用される。 

  (4) 争点４（損害の発生及びその額）について 

   （原告の主張） 

    被告は、被告各製品を、Ａｍａｚｏｎ、Ｙａｈｏｏ！及びＦｉｎｅｋａｇ25 

ｕという三つのウェブサイトを通して販売してきたところ、令和３年１１月
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１２日時点における上記各ウェブサイト上の被告各製品のレビューは合計５

１１個であった。インターネットを介して販売した場合、購入後にレビュー

が記載されるのは最大約２％であるから、被告各製品は、合計２万５５５０

台（５１１÷０．０２）販売されたということができる。そして、被告各製

品の１台当たりの平均利益は５０００円と考えられるから、被告が被告各製5 

品を販売したことにより得た利益は１億２７７５万円である。 

    したがって、被告が被告各製品を販売するという不正競争を行ったことに

より、原告が被った損害額は１億円を下ることはない。 

   （被告の主張） 

    否認ないし争う。 10 

  (5) 争点５（差止め等の必要性）について 

   （原告の主張） 

    被告は、原告各製品と全く同一の被告各製品を販売しているから、これを

製造し、又は輸入することを差し止め、廃棄する必要性が認められる。 

    被告は、令和３年５月に被告各製品のモデルチェンジを行ったと主張する15 

が、同年１１月１２日時点においても被告が主張するモデルチェンジが行わ

れていない被告各製品を販売していたから、その主張は虚偽である。また、

仮に被告が主張するとおりにモデルチェンジが行われたとしても、ＬＥＤモ

ジュールの形態をＵ字型から円盤状に変更する以外、いずれも微細な変更に

とどまるものであり、被告は、不正競争により得た利益に固執し、手口を変20 

えて制裁から逃げようとしたにすぎないから、なお差止め等の必要性が認め

られる。 

   （被告の主張） 

    被告は、令和３年５月に、被告各製品のモデルチェンジを行った。具体的

には、① 台座にふち巻きを行う、② ＬＥＤモジュールの形状を円盤状に変25 

更してＬＥＤ数量を大幅に増やし、台座に直接固定する、③ 電源アダプター
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とリモコン受信機を分け、台座に磁石で固定する、④ 台座裏の各部材をコネ

クター又は磁石で連結する、⑤ 台座を天井に固定するためのナットを六角ツ

バ付きナットに変更する、⑥ 台座裏側にスペーサーとしてウレタンを追加す

る、⑦ リモコンに、タイマー機能、常夜灯機能及びチャンネル機能を持たせ

るなどの改良を施した。 5 

    したがって、被告が現在販売する被告各製品は原告各製品と実質的同一性

を欠くから、差止め等の必要性は認められない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 争点１（原告各製品の形態が原告の「商品等表示」（不競法２条１項１号）と

して周知であるか）について 10 

  (1) 不競法２条１項１号にいう「商品等表示」とは、「人の業務に係る氏名、

商号、商標、標章、商品の容器若しくは包装その他の商品又は営業を表示す

るもの」をいうところ、商品の形態は、「商標」等とは異なり、本来的には

商品の出所を表示するものではないが、商品の形態自体が特定の出所を表示

する二次的意味を有するに至る場合がある。そして、このように商品の形態15 

自体が特定の出所を表示する二次的意味を有し、「商品等表示」に該当する

ためには、その形態が「商標」等と同程度に不競法による保護に値する出所

表示機能を発揮し得ること、すなわち、① 商品の形態が客観的に他の同種商

品とは異なる顕著な特徴を有しており（特別顕著性）、かつ、② その形態が

特定の事業者によって長期間独占的に利用され、又は極めて強力な宣伝広告20 

や爆発的な販売実績等により、需要者においてその形態を有する商品が特定

の事業者の出所を表示するものとして周知になっていること（周知性）を要

すると解するのが相当である。 

  (2) そこで、まず、原告各製品の第４世代製品の形態が有する特徴について検

討する。 25 

    証拠（甲１、２、２７、２８）及び弁論の全趣旨によれば、原告製品１、
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２及び４のシェード部分の形状は、白色のポリプロピレンの平板を、中心部

から放射状に多数の山又は谷ができるように鋭角又は湾曲に折り畳み、これ

を一層又は大きさの異なる複数層となるように配置した形状をしており、原

告製品３のシェード部分の形状は、多数の白色のポリプロピレンの平板を湾

曲に折り畳み、全体としてバラ様の略円形に整えた形状をしていることが認5 

められ、いずれの製品も、一般的なシーリングライト（甲２２、３２ないし

３５、乙２２）のシェード部分の形状とは異なる特徴を有しているといえる。

しかし、シーリングライトのシェード部分は、その外観を構成する主たる構

造である一方で、その実用目的である発光機能を直接担う部材ではないこと

から、シーリングライトを設置する場所に合わせて、様々なデザインとする10 

ことが可能であると考えられ（証拠（乙３、４）によれば、実際に、様々な

形状のシェード部分を有するライトが販売されていることが認められる。）、

このようなシェード部分の性質に照らせば、原告各製品のシェード部分の形

状が他の同種商品と比べて顕著に異なることを基礎付ける事情を認めるに足

りる証拠はないというほかない。 15 

    また、前記前提事実(2)エのとおり、第４世代製品の本体部分の形状は、フ

ラットな円形の台座に三つのＵ字型ＬＥＤモジュールが磁石で取り付けられ

るなどし、台座側面に換気孔が設けられ、調光調温機能の付いたリモコンが

付属するものであるが、一般的なシーリングライト（甲２４、２５、３２な

いし３５、乙２２）の本体部分の形状と比較して、特徴的なものとはいえな20 

い。 

  (3) 次に、原告各製品の第４世代製品の形態の周知性について検討する。 

    前記前提事実(2)のとおり、第４世代製品のシェード部分は、第１世代製品

から変更がなく、第１世代製品の販売が開始された平成２２年から既に１０

年以上が経過しているが、原告各製品のこれまでの販売数を認めるに足りる25 

証拠はなく、Ｙａｈｏｏ！等の媒体やＦａｃｅｂｏｏｋ等のＳＮＳによる原
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告各製品に係る宣伝広告の期間、内容及び効果を認めるに足りる証拠もない

（Ｆａｃｅｂｏｏｋで行ったとする広告に関する資料（甲４６）を見ても、

具体的にどのような広告がどの程度行われたのかは明らかでない。）。また、

前記前提事実(2)エのとおり、第４世代製品の本体部分について、改良が加え

られて販売が開始されたのは平成３０年からであり、上記シェード部分ほど5 

時間が経過していない上、通常、シェード部分によって隠れているため、需

要者の注意を惹くことも少ないといえる。 

    さらに、証拠（乙１７ないし１９）によれば、１９４３年に創業した、デ

ンマークのレ・クリント社が製造販売するシーリングライトは、そのシェー

ド部分が、白色の平板を中心部から放射状に多数の山又は谷ができるように10 

鋭角に折り畳み、これを一層又は大きさの異なる複数層となるように配置し

た形状をしていることが認められ、少なくとも原告製品１、２及び４のシェ

ード部分とかなり似通っているということができる。このような事情からす

ると、原告各製品のシェード部分の形状が、長年にわたり、原告により独占

的に利用されていたとは認め難い。 15 

    そして、他に原告各製品の形態が原告の出所を表示するものとして周知に

なっていることを認めるに足りる証拠はない。 

  (4) 以上を総合すると、原告各製品の第４世代製品の形態が、不競法２条１項

１号の「商標」等と同程度に不競法による保護に値する出所表示機能を発揮

し得るとは認められないから、同号の「商品等表示」に該当するとは認めら20 

れない。 

    したがって、被告が被告各製品を販売したことは不競法２条１項１号の不

正競争には該当しない。 

 ２ 争点２（原告が「営業上の利益」（不競法３条、４条）を侵害された者に該当

するか）について 25 

  (1) 不競法２条１項３号は、他人の商品の形態を模倣した商品を譲渡し、貸し
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渡し、輸入するなどの行為が不正競争に該当すると規定するが、この趣旨は、

費用及び労力を投下して商品を開発し、これを市場に置いた者が、一定期間、

投下した費用等を回収することを容易にして、商品化への誘因を高めるため、

費用及び労力を投下することなく商品の形態を模倣する行為を規制しようと

したものと解される。 5 

    したがって、同号の不正競争であるとして差止め等を請求することができ

る「営業上の利益を侵害され、又は侵害されるおそれがある者」（同法３条

１項）及び「営業上の利益を侵害」された者（同法４条）とは、自ら費用及

び労力を投下して商品を開発し、これを市場に置いた者をいうと解するのが

相当である。 10 

  (2) この点、証拠（甲３６ないし４２、４８）によれば、原告が、パーツメー

カーとの間で、ライトに取り付ける安定器やリモコンへの印字方法等に関す

るメッセージのやり取りをしたことが認められる。しかし、これらが原告各

製品に係るやり取りかは明らかではない上、これらのやり取りの大半（甲３

８ないし４２）は、原告各製品の第４世代製品の販売が開始された平成３０15 

年（前記前提事実(2)エ）よりも後の令和元年１２月にされたものであり、そ

の他のやり取り（甲３６、３７）はいつされたものかが明らかでない。 

    また、台座に係る設計図（甲５０）が存在するものの、原告各製品に係る

ものであるかは明らかでないし、マスキング部分に続いて「有限公司」との

記載があり、原告以外の法人の名称が記載されていたとも考えられることか20 

ら、原告自身がこれを作成したとは認められない。 

    さらに、証拠（甲１４、１５、乙１ないし４、２３）によれば、原告各製

品に付属するリモコンには、原告のブランド名である「Ａ」と印字されては

いるが、当該リモコンそのものは、中国のオンラインモールにおいて、誰で

も購入することができることが認められることからすると、そのようなリモ25 

コンに原告のブランド名が印字されていることをもって、原告が原告各製品
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を開発したことを裏付けるものとはいえない。 

    一方で、本件中国法人を経営するＢの陳述書（乙２０）には、本件中国法

人は、被告各製品及びこれとデザインの似たシーリングライトを製造してい

ること、これらのシーリングライトは約２０年前にヨーロッパの会社が開発

したモデルの一つであり、それ以降、中国の多くの工場で類似する製品が製5 

造されていること、本件中国法人は、特定の顧客との間で独占販売契約を締

結することなく、各社に対して上記シーリングライトを販売していることが

記載されており、この記載内容は、原告が本件中国法人に対して原告各製品

を発注し、被告がＧｌｏｂｅｅ（Ｈｏｎｇｋｏｎｇ）Ｌｉｍｉｔｅｄを介し

て本件中国法人から被告各製品の供給を受けていること（弁論の全趣旨）、10 

被告各製品が原告各製品とそれぞれほぼ同一の形状をしていること（前記前

提事実(3)イ）と合致しており、一定程度、信用することができるといえる。

そうすると、原告各製品や被告各製品と同様のシーリングライトが本件中国

法人により製造販売されていたことがうかがわれる。 

    そして、他に、原告が自ら費用及び労力を投下して、原告各製品を開発し15 

て市場に置いたことを認めるに足りる証拠はない。 

    以上によれば、原告各製品の第４世代製品について、原告は、自らの費用

及び労力を投下してこれを開発して市場に置いた者とは認められないから、

原告各製品につき不競法２条１項３号の不正競争によって「営業上の利益を

侵害され、又は侵害されるおそれがある者」（同法３条１項）及び「営業上20 

の利益を侵害」された者（同法４条）であるとして、被告による被告各製品

の販売の差止め及び被告に対する損害賠償を請求することができない。 

 ３ 争点３（原告各製品が「日本国内において最初に販売された日から起算して

３年を経過した商品」（不競法１９条１項５号イ）に該当するか）について 

  (1) 不競法２条１項３号は、他人の商品の形態を模倣した商品を譲渡するなど25 

の行為を不正競争とし、同法１９条１項５号イは、日本国内において最初に
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販売された日から起算して３年を経過した商品については、同法２条１項３

号を適用しないとしたものであるが、この趣旨は、同法１条の事業者間の公

正な競争等を確保するという目的に鑑み、開発に費用や労力等をかけること

なく、先行投資した他人の商品の形態を模倣した商品を製造販売し、投資に

伴う危険の負担を回避して市場に参入しようとすることは公正とはいえない5 

から、そのような行為を、先行開発者が投下資本の回収を終了し通常期待し

得る利益を上げられる一定期間、不正競争として規制しようとしたものと解

される。 

    このような立法趣旨からすれば、保護を求める商品の形態についての開発

及び商品化が完了すれば、先行開発者は当該商品を販売することによる投下10 

資本の回収が可能となるから、「最初に販売された日」（不競法１９条１項

５号イ）の対象となる「他人の商品」（不競法２条１項３号）とは、保護を

求める商品の形態を具備した最初の商品を意味し、このような商品の形態を

具備しつつ、若干の変更を加えた後続商品を意味するものではないと解する

のが相当である。 15 

  (2) 前記前提事実(2)のとおり、原告各製品はシェード部分及び本体部分からな

るところ、シェード部分の形状は、平成２２年の原告各製品の販売開始以来、

変更が加えられていないのに対し、本体部分は、最初は２段になった円形の

台座に３個の電球が取り付けられたもの（第１世代製品）であり、平成２４

年に２段になった円形の台座に大小二つの環形蛍光灯等が取り付けられたも20 

の（第２世代製品）に、平成２７年に２段になった円形の台座に大小二つの

環形ＬＥＤ光源等が取り付けられたもの（第３世代製品）に、平成３０年に

フラットな円形の台座に三つのＵ字型ＬＥＤモジュールが磁石で取り付けら

れるなどし、台座側面に換気孔が設けられ、調光調温機能の付いたリモコン

が付属するもの（第４世代製品）に、それぞれ変更されている。 25 

    そして、このように第１世代製品から第４世代製品まで変更のない原告各
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製品のシェード部分の形状は、前記１(2)のとおり、一般的なシーリングライ

トのシェード部分の形状とは異なる特徴を有していることからすると、原告

各製品は、電灯としての機能を有する部分の形状ではなく、シェード部分の

形状に工夫を凝らし、需要者の購入意欲をかき立てることを特に目指した商

品ということができるから、このような形状のシェード部分を商品化するこ5 

とには、相当程度の研究開発が必要であったということができる。 

    これに対し、本体部分のうち台座については、上記の電灯としての機能を

有する部分に含まれ、かつ、シェード部分によって隠れるものであるため、

その形状に工夫を凝らす必要性は低く、また、発光部分に応じた形状とする

必要があるため（甲１１ないし１４、１７、１８）、形状の選択の幅が狭い10 

ことからすると、これを開発するのに特別の費用や労力等を要したとは認め

られない。 

    また、本体部分のうち発光部分についても、電灯としての機能を有する中

心部分である上、台座と同様にシェード部分に隠れているため、その形状に

工夫を凝らす必要性は低い。加えて、原告各製品の第２世代製品が販売され15 

る相当前から、シーリングライトに蛍光灯が広く使用され（当裁判所に顕著

な事実）、遅くとも原告各製品の第３世代製品が販売された平成２７年頃に

は、ＬＥＤを使用したシーリングライトも多数販売されており（甲２４、２

５、３２ないし３５、乙２２、弁論の全趣旨）、原告各製品の第２ないし４

世代製品において採用された蛍光灯及びＬＥＤが特殊な仕様のものであるこ20 

とをうかがわせる事情はなく、第１世代製品の電球を蛍光灯又はＬＥＤに置

き換えることが特に困難であったとも認められない。 

    さらに、前記２(2)のとおり、原告各製品に付属するリモコンは、中国のオ

ンラインモールにおいて、誰でも購入することができるものである。 

    そうすると、仮に、原告が、自らの費用及び労力を投下し、原告各製品の25 

第１世代製品を開発して市場に置いたと認められたとしても、シェード部分
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の形状の開発にその費用及び労力のほとんどが投下されたと考えるのが合理

的であり、その後、電球を蛍光灯又はＬＥＤに置き換えたり、リモコンを取

り付けたりするために特段の費用及び労力を要したとは認められず、回収の

機会を確保すべき資本が投下されたとはいえない-から、第２ないし４世代製

品は第１世代製品と実質的に同一であり、第１世代製品から若干の変更が加5 

えられたにすぎないというべきである。 

    したがって、原告各製品について、保護を求める商品の形態を具備した最

初の商品とはその第１世代製品と認めるのが相当である。 

  (3) 前記前提事実(2)アのとおり、原告各製品の第１世代製品の日本国内におけ

る販売が開始されたのは平成２２年であるから、「日本国内において最初に10 

販売された日」（不競法１９条１項５号イ）とは、遅くとも平成２２年１２

月３１日と認められる。 

    以上によれば、原告各製品（の第１世代製品）の保護期間は、遅くとも平

成２５年１２月３１日の経過により終了したから、被告が、平成３１年２月

以降に、原告各製品と実質的に同一の形態をした被告各製品を販売したこと15 

について、不競法２条１項３号は適用されない。 

第４ 結論 

   よって、その余の点を判断するまでもなく、原告の請求はいずれも理由がな

いから棄却することとして、主文のとおり判決する。 

     東京地方裁判所民事第２９部 20 

 

 

 

         裁判長裁判官 

                                    25 

               國  分  隆  文 
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（別紙） 

 

原告製品目録 

 

     記載省略 

 

以 上   
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（別紙） 

 

被告製品目録 

 

     記載省略 

 

以 上   

 


